民主党につづき､自民党も｢歯科法案｣を準備

法案成立へ自民と民主が協力か
日本歯科新聞（09/6/2）の報道によれば、５月28日の日本歯科医師会、連盟役員就任パーティで、自民保利政調会長が次のように発言しました。
○　「歯科疾患の予防等による口腔の健康の保持の推進に関する法律案」を参議院に提出する方向で調整している。

○　まだ国会には提出していないが、参議院法制局の力をいただいて条文は出来上がっている。

○　野党と調整しないと廃案になってしまうので、調整した上で提出する。

最終的に、健康増進法の特別法という考え方で立法することの成案を得たとしています。
自民党の法案作成責任者の石井みどり参議院議員は、「法の制定に当たっては、全会一致という形での成立を望んでおり、民主党の協力を仰ぐことになる」としています。
最近の動きを示せば次のごとくです。
民主党は４月９日、国民新党と共同で参議院に「歯の健康の保持の推進に関する法律案」を提出しています。法案の提出に主導的な役割を果たした大久保潔重議員（長崎、歯科医師）は、「与党も早く法案を出し、同じテーブルでお互いの法案を議論しあって、いいものを創り上げていきたい」としています。
４月22日、自民党国会議員286名が参加する国民歯科問題議員連盟は、自民党本部にて第３回総会を開催し、「歯科疾患の予防等による口腔の健康の保持の推進に関する法律案骨子」を了承しました。出席者は160名超（議員約90名、秘書約70名）。総会では保岡議連会長がこれまでの経緯を説明。続いて大久保日歯会長が65,000人の会員を代表して自民党国会議員に礼を述べました。

法案骨子には、日本歯科医師会が主張した「生涯にわたる適正な歯科保健体制の確保」を盛り込まれ、業界団体の利益を色濃く反映したものです。同法案は、職域代表である石井みどり参議院議員を中心に、日本歯科医師会・参議院法制局・厚生労働省歯科保健課で立案され、日本医師会と調整を行い作成されました。　　

全国知事会等で構成される地方三団体等、関係省庁からも幅広く意見を聴取し、法案成立後、円滑な法の施行を期するために、修正協議を重ね調整が行われたとのことです。（自民党東京都参議院関係の機関誌等より）

石井議員は、５月10日の日本歯科衛生士連盟（菅野壽美会長）主催の「激励する会」で、自民・民主両党に所属する歯科医師の国会議員が協力して、法案を成立させることがいちばん望ましいとの考えを述べ、民主党との協議に入る考えを明らかにしました。
法案の成立は、政局（総選挙）の流動の中で予測することは難しいと言えます。しかし、問題は、議員立法による自民・民主両党の圧倒的多数という法案成立の条件が整えられたということにあります。（2009年６月14日現在）

＜自民党の法案の骨子（2009年4月25日）＞
１．目的　歯科疾患の予防等による口腔の健康の保持が国民が健康で質の高い生活を営む上で基礎的かつ重要な役割を果たしているとともに、国民の日常生活における歯科疾患の予防に向けた取組が口腔の健康の保持に極めて有効であることにかんがみ、歯科疾患の予防等による口腔の健康の保持の推進に関し、基本理念を定め、並びに国及び地方公共団体の責務等を明らかにするとともに、口腔の健康の保持の推進に関する施策の基本となる事項を定めること等により、口腔の健康の保持の推進に関する施策を総合的に講じ、もって国民保健の向上に寄与することを目的とすること。
２．理念　口腔の健康の保持の推進に関する施策は、次に掲げる事項を基本理念として行われなければならないものとすること。
＜１＞生涯にわたる国民の日常生活における歯科疾患の予防に向けた取組並びに歯科疾患の早期発見及び早期治療を促進すること。
＜２＞乳幼児期から高齢期までのそれぞれの時期における口腔及びその機能の状態並びに歯科疾患の特性に応じて適切かつ効果的に口腔の健康の保持を推進すること。
＜３＞保健、医療、社会福祉、労働衛生、教育その他の関連施策との有機的な連携を図りつつ、その関係者の協力を得て、総合的に行うこと。
３．責務　(1)国及び地方公共団体の責務等 (2)歯科医師等の責務 (3)国民の責務
４．基本的施策　(1)口腔の健康の保持に関する知識等の普及啓発 (2)歯科検診等を受けることの推奨(3)歯科疾患の予防対策等の推進 (4)障害者等の口腔の健康の保持のための施策の推進 (5)口腔の健康の保持に関する調査及び研究の推進
５．口腔の健康の保持に関する基本的事項の策定
６．財政上の措置等
７．口腔保健支援センターの設置
